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平
成

２９
年
度
当
初
予
算
は
黒
潮
町
当

初
予
算
編
成
基
本
方
針
及
び
黒
潮
町
ま

ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
総
合
戦
略
に
基
づ

き
、「
基
幹
産
業
の
担
い
手
づ
く
り
の

推
進
」「
移
住
者
支
援
施
策
の
充
実
」「
切

れ
目
の
な
い
子
育
て
支
援
」「
地
域
で

支
え
る
健
康
づ
く
り
」「
ソ
フ
ト
面
を

中
心
と
し
た
防
災
対
策
の
充
実
」「
生

き
る
力
を
は
ぐ
く
む
教
育
の
充
実
」
の

６
点
を
重
点
項
目
と
し
、
住
民
ニ
ー
ズ

に
き
め
細
か
く
対
応
で
き
る
よ
う
予
算

の
計
上
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　
黒
潮
町
の
平
成

２９
年
度
一
般
会
計
当

初
予
算
は
、
前
年
度
比

１３
・
４
％（

１６

億
２
５
０
０
万
円
）減
の
１
０
４
億
７

０
０
０
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、

１１
個
の
特
別
会
計
を
加
え
て

重
複
分
を
除
い
た
純
合
計
は
１
４
４
億

５
７
２
７
万
５
千
円
で

１０
・
３
％（

１６

億
５
３
５
６
万
３
千
円
）の
減
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　
一
般
会
計
の
減
額
の
主
な
要
因
は
、

本
庁
舎
や
佐
賀
保
育
所
の
移
転
事
業
費

減
な
ど
に
よ
る
普
通
建
設
事
業
費
の
大

幅
な
減
に
よ
る
も
の
で
す
。

 
平
成

２８
年
度
当
初
予
算
と
比
較
す
る

と
大
幅
な
減
額
で
す
が
、
平
成

２９
年
度

も
３
年
連
続
し
て
１
０
０
億
円
を
超
え

る
大
型
予
算
に
な
り
ま
し
た
。
後
年
度

へ
の
財
政
負
担
を
最
小
限
と
す
る
た
め

に
も
、
国
や
県
の
補
助
制
度
を
有
効
に

活
用
し
て
い
く
な
ど
の
取
り
組
み
が
必

要
で
す
。

 
人
口
減
少
社
会
の
到
来
に
よ
り
、
本

町
の
持
続
可
能
な
発
展
を
ど
の
よ
う
に

行
政
施
策
の
中
で
作
り
出
し
て
い
く
の

か
、
住
民
、
議
会
、
行
政
が
一
体
と
な

り
、
議
論
を
深
め
て
い
く
必
要
が
あ
り

ま
す
。
限
ら
れ
た
財
源
を
有
効
活
用
し
、

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上
と
住
民
福

祉
の
増
大
に
向
け
て
取
り
組
ん
で
い
か

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　
歳
入
は
、
町
税
８
億
２
５
７
９
万
９

千
円（
前
年
度
比
３
・
５
％
増
）な
ど
自

主
財
源
が

２７
億
２
７
６
４
万
５
千
円（
構

成
比

２６
・
１
％
）、
地
方
交
付
税

４１
億

円（
前
年
度
比
５
・
１
％
増
）な
ど
、
依

存
財
源
は

７７
億
４
２
３
５
万
５
千
円（
構

成
比

７３
・
９
％
）を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　
町
債
は

１１
億
４
１
８
０
万
円（
前
年

度
比

６９
・
２
％
減
）で
、
臨
時
財
政
対

策
債（
赤
字
地
方
債
）１
億
９
０
０
０
万

円
、
旧
合
併
特
例
事
業
債
４
億
６
７
３

０
万
円
、
過
疎
対
策
事
業
債
４
億
１
１

１
０
万
円
、
緊
急
防
災
・
減
災
事
業
債

６
８
５
０
万
円
な
ど
と
な
っ
て
お
り
、

平
成

２９
年
度
末
の
起
債
残
高
は
１
５
９

億
１
４
１
３
万
６
千
円
と
な
る
見
込
み

で
す
。

　
基
金
の
繰
入
額
は
財
政
調
整
基
金
や

特
目
基
金
な
ど

１１
億
３
０
５
８
万
７
千

円（
前
年
度
比

９１
・
２
％
増
）を
予
定
し

て
お
り
、
平
成

２９
年
度
末
の
財
政
調
整

基
金
残
高
は
７
億
５
５
８
６
万
９
千
円

の
見
込
で
す
。

　
歳
出
は
、
目
的
別
で
は
予
算
額
の
多

い
順
に
総
務
費

２９
億
５
８
１
４
万
４
千

円（
前
年
度
比

２０
・
１
％
減
）、
民
生
費

２２
億
８
４
７
６
万
円（
前
年
度
比

１２
・

６
％
減
）、
公
債
費

１３
億
９
３
５
９
万

円（
前
年
度
比
８
・
２
％
増
）で
、
上
位

３
部
門
の
み
で
全
体
の

６３
・
４
％
と
な

っ
て
い
ま
す
。

 
性
質
別
で
は
、
義
務
的
経
費
が
人
件

費
１４
億
８
４
７
７
万
５
千
円（
前
年
度

比
０
・
６
％
増
）、
公
債
費

１３
億
９
３

５
９
万
円（
前
年
度
比
８
・
２
％
増
）、

扶
助
費
６
億

２２
万
９
千
円（
前
年
度
比

０
・
６
％
減
）な
ど

３４
億
７
８
５
９
万

４
千
円（
構
成
比

３３
・
２
％
）を
計
画
し
、

投
資
的
経
費
は
普
通
建
設
事
業

１７
億
２

７
１
３
万
３
千
円（
前
年
度
比
０
・
１

黒潮町の一般会計当初予算は
104億7,000万円です。
黒潮町の一般会計当初予算は
104億7,000万円です。
黒潮町の一般会計当初予算は
104億7,000万円です。
― 前年度比13．4％（16億2,500万円）の減額となりました ―

2017（平成29）年度

一
般
会
計
の
概
要

歳
　
入

歳
　
出

平成29年度当初予算
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％
減
）な
ど
１７
億
７
６
８
３
万
５
千
円

（
構
成
比
１７
・
０
％
）を
予
算
計
上
し
て

い
ま
す
。

　
特
別
会
計
と
は
、
特
定
の
事
業
を
行

う
場
合
に
そ
の
経
費
を
明
確
に
す
る
た

め
に
一
般
会
計
と
区
分
し
て
設
け
ら
れ

た
会
計
で
す
。

　
黒
潮
町
で
は
、
一
般
会
計
と
重
複
す

る
給
与
等
集
中
処
理
特
別
会
計
を
除
い

て
１１
の
特
別
会
計
が
あ
り
ま
す
。

特
別
会
計

住 宅 新 築 資 金 413万5千円

宮 川 奨 学 資 金 2,087万円

情 報 セ ン タ ー 2億8,163万7千円

国 民 健 康 保 険 22億9,972万2千円

介 護 保 険 17億968万円

介 護 サ ー ビ ス 1,677万2千円

農 業 集 落 排 水 3,737万円

漁 業 集 落 排 水 536万3千円

後 期 高 齢 者 医 療 1億9,328万2千円

水 道 事 業 2億4,271万6千円

国 民 健 康 保 険 直 診 8,599万6千円

土佐くろしお鉄道基金負担金� 2,465万3千円

エリアデマンド実証運行事業� 916万7千円

地籍調査費� 1億707万6千円

国民健康保険の赤字補てん（繰出金）� 6,000万円

人権問題意識調査� 49万9千円

その他の主な事業

高性能林業機械整備事業補助金� 1,204万8千円

スポーツ活用型地域づくり事業� 1,268万1千円

中小企業等融資保証料及び利子補給� 292万9千円

高規格道路整備事業� 6,705万円

道路新設改良事業� 3億3,801万円

◆ ソフト面を中心とした防災対策の充実
　木造住宅耐震事業� 1億8,880万6千円

　避難所環境整備事業� 8,465万1千円

　黒潮消防署救急車両整備負担金� 2,070万円

　消防自動車整備� 1,000万円

　告知端末整備事業� 728万円

　防災カリキュラムづくり（小・中学校）�405万7千円

　災害危険箇所啓発用航空画像作成事業� 400万円

　地区防災計画作成共同研究事業� 379万9千円

　医療救護所備蓄品購入� 87万円

◆ 基幹産業の担い手づくりの推進
　園芸用ハウス整備事業補助金� 1億3,672万円

　青年就農給付金「経営開始型」� 1,950万円

　新規就農推進事業� 862万5千円

　環境制御技術導入加速化事業補助金� 146万円

　佐賀漁港活餌事業補助金� 1,000万円

　新規漁業就業者支援事業補助金� 664万2千円

　カツオ水揚げ促進事業補助金� 300万円

　原木増産推進事業費補助金� 488万円

　緑の雇用補助金� 92万円

◆ 地域で支える健康づくり
　あったかふれあいセンター事業委託� 4,601万円

　集落活動センター整備事業� 4,104万3千円

　黒潮町シルバー人材センター補助金� 550万円

◆ 移住者支援施策の充実　
　定住促進住宅整備事業� 9,000万円

　地域おこし協力隊� 2,377万円

　住宅改修促進事業補助金� 500万円

◆ 生きる力をはぐくむ教育の充実
　小学校非構造部材耐震事業� 2,480万円

　学校支援員配置事業（小・中学校）�1,897万9千円

　防災教育推進事業� 535万7千円

　特色ある教育事業� 237万3千円

　ICT整備事業� 188万7千円

◆ 切れ目のない子育て支援
　小中医療費無料化事業� 1,674万円

　在宅子育て応援事業補助金� 1,500万円

　不妊治療費補助金� 200万円

　新生児聴覚検査� 36万6千円

　妊産婦等訪問支援事業� 8万円

6つの重点項目

特
 

別
 

会
 

計

平成29年度当初予算
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歳　出
（目的別）

歳　出（性質別）

平成29年度一般会計当初予算の内訳

歳　　入 歳　　出

特定財源・一般財源の別

一般財源
49.7%
52億219万9千円

特定財源
50.3%
52億6,780万1千円

依存財源・自主財源の別

依存財源
73.9%
77億
4,235万5千円

自主財源
26.1%
27億2,764万5千円

衛生費　5.6%
5億8,658万円

農林水産業費
6.6%
6億9,396万5千円

農林水産業費
6.6%
6億9,396万5千円

土木費　8.0%
8億3,374万6千円

消防費　7.6%
7億9,290万8千円
消防費　7.6%
7億9,290万8千円

教育費　5.6%
5億8,369万8千円

公債費　13.3%
13億9,359万円

総務費　28.3%
29億5,814万4千円

その他　3.3%
3億4,260万9千円

○お問い合わせ　本庁　総務課　財務係　蕁43－2112（直通）

民生費　21.8%
22億8,476万円
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町債　10.9%
11億4,180万円

地方交付税
39.2%　41億円

国庫支出金　8.2%
8億5,506万7千円

県支出金　13.1%
13億6,908万8千円

町税　7.9%　8億2,579万9千円

町債　10.9%
11億4,180万円

繰入金　10.8%
11億3,058万7千円
繰入金　10.8%
11億3,058万7千円

地方交付税
39.2%　41億円

国庫支出金　8.2%
8億5,506万7千円

県支出金　13.1%
13億6,908万8千円

町税　7.9%　8億2,579万9千円

その他　3.4%
3億5,180万9千円

分担金・負担金
0.2%
2,559万1千円

使用料・手数料
3.8%
3億9,385万9千円

譲与税・交付金
2.6%
2億7,640万円

［百万円］ ［百万円］

その他　7.3%
7億6,184万円

災害復旧事業
0.5%
4,970万2千円

扶助費　5.7%
6億22万9千円

物件費　16.6%
17億3,925万7千円
物件費　16.6%
17億3,925万7千円

人件費　14.2%
14億8,477万5千円

普通建設事業　16.5%
17億2,713万3千円

補助費等　15.8%
16億5,041万8千円

繰出金　10.2%
10億6,305万6千円

公債費　13.3%
13億9,359万円

人件費　14.2%
14億8,477万5千円

普通建設事業　16.5%
17億2,713万3千円

補助費等　15.8%
16億5,041万8千円

繰出金　10.2%
10億6,305万6千円

公債費　13.3%
13億9,359万円

平成29年度当初予算


